
 

                          

●報告案件（１） 

制度改革後の加入者負担の公平化について（国保事業の運営方法） 
 

【１】納付金算定イメージ  
   

国保財政は、北海道が主体となり運営している。保険税は、道が「納付金」を市町村

に示して徴収し、一方、市町村ではその算定基礎である「標準保険料率」を参考に税率

を設定して徴収し、納付金財源を確保する。 
  
＜北海道の会計＞ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜名寄市国保会計での「納付金」財源（令和２年度決算）＞ 

   
 

 

 

 

【２】制度改革（納付金制度導入）後の国保会計の予算構成  
   

制度改革により、「保険税」は「医療費」の財源から、道へ納める「納付金」の財源
となった（医療費は、道からほぼ同額が交付される）。 
 

＜H29 年度以前＞     
     

    

 

 

 

 

 

 

＜H30 年度以降（改革後）＞  

 

 

 

 

 

 

 

歳 入 歳 出 

保 険 税 保険給付費(医療費) 

国・道交付金 総務費・保健事業等 

支払基金・前期高齢者 

からの交付金 

後期・前期高齢者、介護保険 

へ支払い 

 

医療費水準α（×0.5） 

国・道（負担金）33％ 

医療費（全道） 約 5,000 億円 

49,115 797,380 534,801 

保険税収 

179,882 

国(軽減)等 

＝ 

× 

前年繰越 納付金 基金繰入 

歳 入 歳 出 

道交付金（保険給付分） 保険給付費(医療費) 

  
保 険 税 道への納付金 

国補助、道交付金（その他） 総務費・保健事業等 

 

≒≒≒≒    

その他支援金等 36％ 

応能分応能分応能分応能分（所得） 43434343％％％％ 応益分応益分応益分応益分（加入者数・世帯数） 57575757％％％％ 

＝ 

ββββ＝＝＝＝００００．．．．７５７５７５７５    
  （43／57） 

保険税保険税保険税保険税（納付金）（納付金）（納付金）（納付金）31％ 

  

納付金額 

（名寄市） 

約８億円 
【α=1.2】8 億×1.1=8 億 8,000 万 

【α=0.8】8 億×0.9=7 億 2,000 万 

（所得・加入者・（所得・加入者・（所得・加入者・（所得・加入者・世帯）シェア世帯）シェア世帯）シェア世帯）シェア    

名寄市÷北海道名寄市÷北海道名寄市÷北海道名寄市÷北海道    

33,582 

（単位：千円） 



 

【３】北海道の目指す姿  
   

平成 30 年に制度改革が行われ、北海道・市町村・国保連合会が一体的に国保事業を

運営し、加入者負担の公平化のため「統一保険料」の設定を目指す。そのための取組

として、まず「保険料の平準化」と「事務の広域化」を進めていく。 
 

  ＜保険料の平準化＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事務の広域化＞ 令和６年度から更なる取組（強化）を図る 

    

 

 

 

 
 

 

【４】標準保険料率と名寄市の現行税率（令和３年度）  
   

道は、各市町村の被保険者数や所得金額、算定方式等に基づいて「標準保険料率」

を算定し市町村に提示する（３方式）。今後の課題として、「３方式化」のほか、税率

改正においては「後期」「介護」から「医療」へ負担を移行する必要がある。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統一保険料化統一保険料化統一保険料化統一保険料化    

初の運営方針改定初の運営方針改定初の運営方針改定初の運営方針改定    

制度改革制度改革制度改革制度改革    

（納付金制度）（納付金制度）（納付金制度）（納付金制度）    

平成 30 年 

2018 年～ 

・保険者（道と市町村）、連合会が一体的に運営 

・市町村は道が示す納付金を納め、道が財政運営を実施 

・道と市町村間の取決めである「運営方針」を改定 

・徐々に、賦課割合（応能・応益の割合）の統一化を図る 

保険料水準の保険料水準の保険料水準の保険料水準の統一統一統一統一    
・α＝０（医療費水準の格差なし）で水準統一化 

・β＝0.89（現在 0.75）で所得割合が増加 

令和６年 

2024 年～ 

令和３年 

2021 年～ 

資産割の廃止資産割の廃止資産割の廃止資産割の廃止    ・賦課方式を３方式化(所得・均等・平等)へ移行 

・道内市町村間で変わらない「統一保険料」へ 

・最終的な目指す姿とはいえ…まだまだ課題多い… 

令和９年 

2027 年～ 

令和 12 年 

2030 年～ 

事務共通化事務共通化事務共通化事務共通化    ・窓口業務やシステム等を統一化 

収納率平準化収納率平準化収納率平準化収納率平準化    ・短期証等の取扱いを統一、収納率向上のための対策事業を実施 

医療費適正化医療費適正化医療費適正化医療費適正化    ・健診受診率の向上対策、レセプト点検作業の集約などで広域化 

名寄市名寄市名寄市名寄市    医療分 後期分 介護分 

所得割 7.40 3.00 2.40 

資産割 20.00 9.00 4.00 

均等割 21,000 10,000 10,000 

平等割 18,000 8,000 8,000 

 

４方式４方式４方式４方式    医療分 後期分 介護分 

所得割 7.68 2.23 1.62 

資産割 22.98 7.50 3.07 

均等割 25,220 8,610 8,257 

平等割 21,828 6,956 6,527 

 

３方式３方式３方式３方式    医療分 後期分 介護分 

所得割 
8.45 

＋1.05 

2.42 

▲0.58 

1.73 

▲0.67 

資産割 
0 

▲20.00 

0 

▲9.00 

0 

▲4.00 

均等割 
27,395 

＋6,395 

8,014 

▲1,986 

7,936 

▲2,064 

平等割 
28,897 

＋10,897 

8,454 

＋454 

6,182 

▲1,818 

 


